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　国民健康保険は、職場の健康保険などに加入していない人を対象
にした公的医療保険です。
　国民健康保険の保険料は、医療費など必要と見込まれる費用額か
ら国・県の補助金、市の繰入金などの収入を除いた額（賦課総額）
を皆さんに割り振り、負担していただいています。このたび、平成
２２年度の保険料率が決まりましたのでお知らせします。
　２２年度も一般会計から通常行われる繰り入れのほか、２０・２１
年度に引き続き２億５０００万円を繰り入れ、保険料率の抑制に1億
５０００万円を、減免制度の拡充に1億円を充てることにしました。

　
急
激
な
景
気
の
後
退
な
ど
に
よ
り
所
得
が
減
少
し
、
税
収
が
大
幅
に
落
ち

込
む
一
方
、
医
療
費
は
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
被
保
険
者
か
ら
の
保
険
料
収
入
に
よ
っ
て
支
え
ら
れ
る
国
民

健
康
保
険
を
取
り
巻
く
状
況
は
厳
し
く
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
　
年
度
も
引

２２

き
続
き
一
般
会
計
か
ら
１
億
５
０
０
０
万
円
を
繰
り
入
れ
ま
す
。ま
た
、国
民

健
康
保
険
財
政
安
定
化
基
金
の
取
り
崩
し
を
念
頭
に
入
れ
る
な
ど
保
険
料
率

上
昇
の
抑
制
を
図
り
、
保
険
料
率
を
昨
年
度
と
同
一
に
据
え
置
き
ま
し
た
。

　
平
成
　
年
度
の
保
険
料
は
前
年
度

２２

に
引
き
続
き
、
①
医
療
給
付
費
分
、

②
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
お
よ
び
③

介
護
納
付
金
分
の
３
つ
を
あ
わ
せ
て

徴
収
し
ま
す
＝
左
図
参
照
。

　
①
医
療
給
付
費
分
…
所
得
割
額
が

６
・
７
％
、
均
等
割
額
が
２
万
６
１

６
０
円
、
平
等
割
額
が
１
万
９
９
２

０
円
に
な
り
ま
す
。

　
②
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
…
所
得

割
額
が
２
・
１
％
、
均
等
割
額
が
７

４
４
０
円
、
平
等
割
額
が
５
５
２
０

円
に
な
り
ま
す
。

　
③
介
護
納
付
金
分
…
所
得
割
額
が

１
・
９
％
、
均
等
割
額
が
１
万
１
４

０
０
円
に
な
り
ま
す
。

　
※
な
お
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

　
世
帯
の
保
険
料
は
所
得
の
多
寡
に

よ
り
異
な
り
ま
す
が
、
受
け
ら
れ
る

保
険
給
付
な
ど
に
違
い
は
あ
り
ま
せ

ん
。
し
た
が
っ
て
、
受
益
と
負
担
の

公
平
を
図
る
観
点
か
ら
一
部
の
高
所

得
層
に
保
険
料
負
担
が
偏
ら
な
い
よ

う
、
国
の
基
準
な
ど
に
基
づ
き
保
険

料
の
最
高
限
度
額
（
以
下
、
賦
課
限

度
額
と
い
う
）を
決
定
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
、
介
護
納
付
金
分
の
賦
課
限

度
額
を
国
基
準
に
あ
わ
せ
て
　
万
円

１０

（
前
年
度
９
万
円
）
に
改
定
し
ま
し

た
。

　
新
し
い
保
険
料
率
に
基
づ
い
て
決

定
し
た
平
成
　
年
度
の
保
険
料
通
知

２２

書
を
、
６
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　
な
お
、
保
険
料
の
計
算
方
法
は
、

左
図
の
と
お
り
で
す
。
ま
た
保
険
料

の
軽
減
や
減
免
に
つ
い
て
は
次
ペ
ー

ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

　
改
定
後
の
賦
課
限
度
額
は
、
医
療

給
付
費
分
　
万
円
、
後
期
高
齢
者
支

４７

援
金
分
　
万
円
、
介
護
納
付
金
分
　

１２

１０

万
円
（
前
年
度
９
万
円
）
で
、
合
計

　
万
円
（
前
年
度
　
万
円
）
で
す
。

６９

６８

　
こ
の
改
定
で
、
こ
れ
ま
で
賦
課
限

度
額
に
達
し
て
い
た
一
部
の
世
帯
で

は
、
保
険
料
が
最
高
で
１
万
円
引
き

上
げ
ら
れ
ま
す
。

　
一
方
で
中
・
低
所
得
世
帯
に
つ
い

て
は
、
保
険
料
の
引
き
上
げ
を
抑
制

す
る
効
果
が
生
じ
ま
す
。

③介護納付金分〈※３〉②後期高齢者支援金分①医療給付費分区
分

10万円（９万円）12万円47万円
限
度
額

平成21年中の基準総所得金額〈※１〉×○.○％所
得
割
額

1.9%2.1%6.7%
釜釜釜

被保険者1人につき均
等
割
額

11,400円7,440円26,160円
釜釜釜

1世帯につき平
等
割
額

〈
※
２
〉 なし5,520円19,920円

平成２２年度保険料の計算方法

〈※１〉基準総所得金額は総所得金額等から基礎控除（３３万円）を差し引いた
　　　　もの。以下の所得以外もあれば合算されます

国
民
健
康
保
険
料
率
に
つ
い
て

【
問
合
せ
先
】
国
民
健
康
保
険
グ
ル
ー
プ

　
　
　
　
　
　（
０
７
９
８
・
３
５
・
３
１
１
７
）

保
険
料
の
計
算
方
法

介
護
納
付
金
分
の
限
度
額

国
基
準
に
あ
わ
せ
て
改
定

保
険
料
通
知
書
は

６
月
中
旬
に
送
付

へ
の
移
行
に
よ
り
国
民
健
康
保
険
の

加
入
者
が
１
人
に
な
っ
た
世
帯
に
つ

い
て
は
、
平
等
割
額
の
保
険
料
が
半

額
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
世
帯
構

成
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
は
、
見
直

す
こ
と
が
あ
り
ま
す

　
市
は
、
保
険
料
の
算
定
方
法
な
ど

の
質
問
や
納
付
方
法
の
相
談
の
た
め

「
国
民
健
康
保
険
料
ご
質
問
コ
ー
ナ

ー
」
を
設
け
ま
す
。

　
【
設
置
期
間
】
６
月
　
 日
～
　

２１

２９

日
（
土
・
日
曜
は
除
く
）
の
午
前
９

時
～
午
後
５
時
（
正
午
～
午
後
１
時

を
除
く
）

　
【
会
場
】
市
役
所
本
庁
舎
２
階
２

５
２
会
議
室

( )内は２１年度の数値

保険料ご質問コーナー開設

６ 月２１日
～２９日に

総所得金額等■給与所得の場合
基準総所得金額 ＝　給与収入 － 給与所得控除  

■年金所得の場合

■事業所得の場合
基準総所得金額 ＝　事業収入 －　必要経費    

基準総所得金額 ＝　年金収入 － 公的年金控除 

基礎控除（３３万円）

複数の所得（給与・年金
など）の場合も基礎控
除は３３万円です

国保特集①

〈※２〉世帯の被保険者が後期高齢者医療制度に移行することによって、国
　　　　民健康保険の被保険者が１人になった世帯については、平等割額の
　　　　保険料が半額になります。ただし、世帯構成が変更になった場合は
　　　　見直すことがあります
〈※３〉介護納付金分の保険料は、４０歳～６４歳の介護保険第２号被保険者
　　　　がいる世帯にのみ賦課します 


